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業務提携契約締結のお知らせ 

 

本日、当社取締役会において、連結子会社のアニコム損害保険株式会社（以下、「アニコム損害保険」と

いいます。）が、アクサ損害保険株式会社(以下、「アクサダイレクト」といいます。)との間で、ペット保

険事業に関する業務提携契約（以下、「本業務提携」といいます。）を締結することを承認し、アニコム損

害保険は本日付で本業務提携契約を締結いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．本業務提携の概要 

（１）背景 

アクサダイレクトは、世界的な保険・資産運用グループであるアクサグループのメンバーカンパニーと

して、日本において 1998 年に設立され、主に自動車・バイク保険、ペット保険を販売している損害保険

会社であります。 

今般、アクサダイレクトにおきましては、自社商品としてのペット保険事業の引受業務を停止すること

といたしましたが、そのペット保険の既存契約者に対して自社商品の継続に替えてアニコム損害保険の

ペット保険をその代理店として販売すること、及び新規の顧客に対してアニコム損害保険の代理店とし

てペット保険を販売すること等についてアニコム損害保険との間で合意に至ったものです。 

（２）概要 

アクサダイレクトにおいて 2024 年６月 30 日付けで新規契約の募集・受付を終了し、2024 年 12 月 1 日

以降（2024 年 11 月 30 日以降に満了を迎える保険契約から（予定））、既存契約の更改の取り扱いを終了

します。これにより自社商品としてのペット保険引受業務は停止しますが、今後、アクサダイレクトは、

監督官庁の認可を前提に、アニコム損害保険の代理店としてペット保険の販売業務を行うとともに、2024

年 11 月 30 日以降（予定）に保険契約の満了を迎えるすべての顧客に対して、アニコム損害保険の商品を

案内し、顧客が希望する場合には、アニコム損害保険にてペット保険の契約を継続していただきます。 

このようにしてアクサダイレクトからアニコム損害保険に対して移管されたペット保険契約について、

アニコム損害保険はアクサダイレクトに対して移管に伴う手数料を支払うことといたします。 

 

２．本業務提携の相手方 

（１） 名 称 アクサ損害保険株式会社 

（２） 所 在 地 東京都台東区寿 2-1-13 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 田中 勇二郎 

（４） 事 業 内 容 損害保険業 

（５） 資 本 金 17,221 百万円 

（６） 設 立 年 月 1998 年６月 

（７） 大株主及び持株比率 アクサ・ホールディングス・ジャパン株式会社 100％ 

（８） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 



（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態           （単位：百万円） 

決算期 2021 年３月期 2022 年３月期 2023 年３月期 

純 資 産 27,485 25,708 26,377 

総 資 産 92,926 94,618 90,900 

１株当たり純資産（円） 79,800.36 74,639.45 76,583.54 

経 常 収 益 55,881 57,244 58,592 

経 常 利 益 5,360 5,408 6,381 

当 期 純 利 益 3,784 3,856 4,572 

１株当たり当期純利益（円） 10,987.83 11,197.26 13,275.14 

１株当たり配当金（円） 14,516.74 8,710.04 9,581.04 

 

 

３．今後の見通し 

本業務提携にもとづき、2024 年 12 月 1 日以降、アクサダイレクトからアニコム損害保険に移管された

契約からの保険料収入が 2025 年３月期の当社連結損益上の収益として計上されます。一方、当該移管件

数に応じて、移管に伴う手数料の支払いが発生し、2025 年３月期の当社連結損益上、当期の費用として

計上されることとなります。 

これらの収益及び費用につきましては、アクサダイレクトからアニコム損害保険に移管された契約の

件数に応じて発生することから、2025 年３月期の連結業績予想に与える影響を現時点で算出することは

困難ではありますが、本業務提携の開始後、契約の移管状況を踏まえ随時精査のうえ、開示すべき事項が

生じましたら速やかに開示いたします。 

 

以 上 


